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令和６年７月18日（木曜日）

午前９時58分開会

会議に付した案件

○概要説明

環境森林部

１．災害廃棄物処理対策について

２．環境森林部における安全・安心な森林づ

くりの推進

○協議事項

１．県外調査について

２．次回委員会について

３．その他

出 席 委 員（11人）

委 員 長 佐 藤 雅 洋

副 委 員 長 齊 藤 了 介

委 員 坂 口 博 美

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 山 下 寿

委 員 川 添 博

委 員 山 内 いっとく

委 員 重 松 幸次郎

委 員 今 村 光 雄

委 員 山 内 佳菜子

委 員 黒 岩 保 雄

欠 席 委 員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 長 倉 佐知子

環境森林部次長
（ 総 括 ）

田 代 暢 明

環境森林部次長
（ 技 術 担 当 ) 松 井 健太郎

環 境 森 林 課 長 壱 岐 さおり

循環社会推進課長 長 友 和 也

自 然 環 境 課 長 川 畑 昭 一

森 林 経 営 課 長 松 永 雅 春

再造林推進室長 永 田 誠 朗

事務局職員出席者

政策調査課主幹 野 中 啓 史

政策調査課主任主事 唐 﨑 吉 彦

○佐藤委員長 それでは、ただいまから防災減

災・県土強靱化対策特別委員会を開会いたしま

す。

本日の委員会の日程についてでありますが、

お手元に配付の日程（案）を御覧ください。

３、概要説明として、執行部から環境森林部

に出席いただき、災害廃棄物の処理対策や安全

・安心な森林づくりの推進について説明を受け

ることとしております。

執行部への質疑の後に、４、協議事項として、

県外調査等について御協議いただきたいと思い

ます。

このように取り進める予定ですが、よろしい

でしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○佐藤委員長 ありがとうございます。それで

は、そのように決定をいたします。

では、執行部入室のため、暫時休憩いたしま

す。

午前９時59分休憩

午前10時０分再開

○佐藤委員長 委員会を再開いたします。

令和６年７月18日（木曜日）
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環境森林部の皆さん、おはようございます。

本日は環境森林部に御出席をいただきました。

執行部の皆さんの紹介につきましては、お手

元に配付の配席表に代えさせていただきたいと

存じます。

それでは、概要説明をお願いいたします。

○長倉環境森林部長 環境森林部でございます。

よろしくお願いいたします。

それでは、資料の２ページの目次を御覧くだ

さい。

本日は、災害廃棄物処理対策について、環境

森林部における安全・安心な森林づくりの推進

の２項目について、担当課長から御説明いたし

ますので、よろしくお願いいたします。

私からは以上です。

○長友循環社会推進課長 循環社会推進課です。

本県における災害廃棄物処理対策について御

説明いたします。

３ページを御覧ください。

初めに、（１）災害廃棄物処理対策の位置づけ

と進め方についてであります。

平成23年に発生した東日本大震災の教訓を基

に、国は平成26年に災害廃棄物対策指針を策定

し、都道府県及び市町村はそれぞれの地域特性

や役割に応じた災害廃棄物処理計画を作成する

こととされました。

これを踏まえた県の計画には、緑色の枠の下

に記載しております市町村に対する技術的な支

援内容や災害廃棄物の処理の委託を県で受ける

場合の処理体制、民間事業者等との連携・協力

の在り方等を示すこととされており、本県では

平成28年策定の宮崎県災害廃棄物処理計画にこ

れらを示し、以後、改定を加えているところで

す。

一方、市町村の処理計画につきましては、災

害廃棄物の一義的な処理責任者として、仮置場

の設置及び運用方針、生活ごみ・避難所ごみ・

仮設トイレのし尿等を含めた処理体制、周辺自

治体との連携・協力事項等の記載が求められて

おり、平成29年までに県内全市町村が策定済み

であります。

また、市町村は、被災時には災害ごとに、一

番下の実行計画策定し、災害廃棄物の発生量、

処理期間、処理方法を定めることとされていま

す。

４ページを御覧ください。

災害廃棄物の処理主体についてであります。

一般廃棄物に区分される災害廃棄物の処理責

任は被災した市町村にありますが、災害廃棄物

の発生量やその処理能力の有無等によって、民

間事業者や支援市町村からの協力などが必要な

場合には、下の図にありますように、災害廃棄

物の発生量の段階に応じて、県や国の対応も含

めて重層的な対応が取り得る制度となっており

ます。

５ページを御覧ください。

今年１月に発生しました能登半島地震におけ

る災害廃棄物の処理対策を確認する中で、本県

において再認識された課題や新たな課題等が見

えてきましたので御説明いたします。

まず、①石川県の被災状況ですが、石川県の

推計では、災害廃棄物の発生量は石川県全域

で244万トン、これは石川県の年間ごみ排出量の

約７年分になるとのことですが、被害の大きかっ

た奥能登地域に限定しますと発生量は151万ト

ン、奥能登地域の年間ごみ排出量の約59年分と

のことです。

災害廃棄物の種類の内訳につきましては、右

側の円グラフのとおりですが、地震による構造

物の倒壊・損傷が多いこともあり、コンクリー

令和６年７月18日（木曜日）
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トがらが半数を占めております。

それら災害廃棄物の発生要因の多くを占める

住宅被害は約７万5,000棟であり、このうち約２

万2,000棟について公費による解体が想定されて

おります。

また、災害廃棄物の処分を行う廃棄物処理施

設につきましてもこのページの下段に記載のと

おり被災しており、その後、徐々に復旧はして

おりますが、最終処分場につきましては、７月

１日時点でも６施設が稼働停止中ということで

す。

６ページを御覧ください。

②、石川県が２月29日に策定した災害廃棄物

処理実行計画の概要について御説明いたします。

基本方針として、処理主体に市町、処理目標

に令和７年度末までの処理完了、処理方法に可

能な限り分別、選別、再生利用することを掲げ、

右側の図の上段にありますように、約124万トン

を廃棄物として処理し、その下の枠の中にあり

ますとおり、約120万トンについて再生利用を図

る予定とのことです。

また、このページの下段にありますように、

県の役割として、被災市町村への技術的支援、

国や他県との連絡調整、人的・事務支援等の調

整が位置づけられております。

７ページを御覧ください。

③、石川県における災害廃棄物の処理イメー

ジであります。

流れとしましては、被災現場で解体・撤去さ

れたものを市町が開設した仮置場へ指定された

ルールで運搬し、仮置場で粗選別、破砕等を行

いながら適正に分別保管しつつ、災害廃棄物の

各処理施設へ海上輸送も併用し搬出していくこ

ととされております。

ここでポイントとなりますのが仮置場の管理

運営方法であり、これをいかに適切にできるか

によって、処理期間やコストに差が生じてくる

と考えられております。

また、④にありますように、国等からの人的

支援、技術的支援も行われております。

８ページを御覧ください。

続いて、（３）災害処理対策の本県の課題と取

組についてであります。

まず、①、能登半島地震に伴う災害廃棄物の

処理対応から見えた本県の課題であります。

再認識した課題としましては、廃棄物の撤去

・分別に関する住民への周知、仮置場の早期開

設、仮置場周辺の渋滞対策、県域を越えた広域

処理体制の構築などであります。

被災時に住民に混乱を来すことなく円滑に災

害廃棄物を処理するためにも、平時からのこれ

らへの取組が大変重要であります。

また、下段の表の左側、能登半島地震の現地

で生じている問題としまして、インフラなどの

復旧の遅れ、その下の最終処分場の被災、その

下の仮置場への廃棄物の持込みの遅れなどの問

題から、表の右側に記載されております、イン

フラなどが長期にわたって寸断された場合の廃

棄物の保管・処理方法、被災した処理施設の復

旧が困難となった場合の廃棄物の保管・処理方

法、仮置場への搬入が困難な住民の片づけごみ

の対応の課題も浮き彫りとなったところであり、

これらも踏まえながら、本県の取組を進めてい

く必要があります。

９ページを御覧ください。

②、本県の取組についてであります。

県では、昨年度から、「災害廃棄物対応力・連

携強化事業」により、この図の縦軸の職員の対

応力強化と横軸の連携体制の強化を両軸と捉え

対策を進めております。
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まず、職員の対応力強化としまして、他県の

被災自治体職員を講師とする講習会や図上演習

の開催、仮置場の選定支援を行うとともに、市

町村の計画の改定支援等を行っているところで

あります。

先ほど御説明いたしました能登半島地震で見

えてきた課題につきましても、今年度の講習会、

図上演習等で課題として取り上げ、参加する市

町村とともに議論・検討していく予定でありま

す。

また、連携体制の強化に向けましては、県、

市町村、関係団体等を構成メンバーとしたネッ

トワーク会議を開催し、県全体の連携強化を図

るとともに、県内の各ブロック間での連携強化、

顔の見える関係の構築を促しているところであ

ります。さらに、能登半島での対応において見

られたような県域を越えた連携についても協議

してまいります。

また、こうした対策を一体的に進めていく上

で関係機関間の調整役が必要と考えられますこ

とから、昨年度から、資料９ページ真ん中に記

載の災害廃棄物支援コーディネーターを県産業

資源循環協会内に配置し、市町村職員や首長さ

んに災害廃棄物の対応の重要性の説明や仮置場

候補地の視察・選定に向けた助言等を実施して

いるところです。

10ページを御覧ください。

県内の体制強化に係る今年度の新たな取組で

あります。

県ではこれまで、大規模災害で発生した災害

廃棄物の処理を迅速かつ円滑に進めるため、県

内３つの関係団体と災害時の支援協定を締結し

ておりますが、今年度、新たに林業関係団体に

協力をいただけることになりました。

このページの中ほどに記載の宮崎県森林組合

連合会ほか２団体との間に災害廃棄物の処理等

の協力に関する協定をそれぞれ締結予定であり、

明日、その締結式を行うこととしております。

なお、都道府県と林業関係団体間でこのよう

な協定を締結するのは全国で初めてとなります。

11ページを御覧ください。

最後に、県域を越えた広域連携体制について

御説明いたします。

南海トラフ巨大地震のような単独の県では対

応できないような大災害が発生した場合を想定

し、国は、全国８か所の地方環境事務所を中心

に、県域を越えた広域連携体制の構築を図って

おります。

九州ブロックにおきましては、図の中ほどに

あります九州地方環境事務所が中心となる連携

体制が構築されており、また、九州各県の連携

としまして、被災県を九州全体で支援するため

の調整役として幹事支援県があらかじめ決めら

れております。本県は熊本県とペアに設定され

ており、一方の県が被災した場合に、互いに幹

事支援県になることとされております。

循環社会推進課からの説明は以上であります。

○川畑自然環境課長 続きまして、環境森林部

における安全・安心な森林づくりの推進につい

て説明します。

資料の12ページを御覧ください。

初めに、（１）現状と課題であります。

本県は地形が急峻で、地質も脆弱であります

ことから、台風等により山地災害や林道災害が

多発しております。

また、令和５年度末現在、県内には災害が起

こりやすい地区、いわゆる山地災害危険地区

は5,442か所が存在し、計画的に工事を着手する

必要があります。

さらには、森林が有する公益的機能を高度に
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発揮させるためには、伐採後の再造林や保育作

業を行うなど、適切な森林管理が求められてお

ります。

表１は山地災害の発生状況、表の２は林道災

害の発生状況でありますが、近年は毎年のよう

に災害が多数発生しており、写真にありますよ

うに、令和４年と５年には大規模な林道災害や

山地災害が発生しております。

13ページをお願いいたします。

（２）主な施策であります。

環境森林部では、第８次宮崎県森林・林業長

期計画に基づきまして、①、治山対策の推進と

しまして、荒廃した森林や災害のおそれのある

森林における治山施設の設置や保安林の整備な

どを行っております。

また、②、森林整備等の推進としまして、再

造林や適切な保育作業を進めるとともに、環境

に配慮した伐採・搬出に向けた素材生産事業体

等への指導を強化しております。

そして、③、林道整備の推進としまして、森

林管理を支え、災害時の迂回路となる林道の整

備を推進しております。

本日は、この３つの取組として、右側に記載し

ております具体的な施策について説明させてい

ただきます。

14ページを御覧ください。

まず、１つ目の取組としまして、（２）－①治

山事業による安全・安心な森林づくりでありま

す。

まず、治山事業の全体イメージでございます。

治山事業では、山地等が原因となる災害から

生活基盤を守るため、治山施設の整備や森林の

造成を行い、安全・安心な暮らしと豊かな森林

づくりを推進しております。

中ほどのポンチ絵にありますように、森林か

ら海岸まで事業を展開しており、治山事業は、

森林法に基づく保安林及び保安施設地区と、地

すべり防止法に基づく地すべり防止区域内にお

いて実施しております。

山地における治山事業では、左上の治山ダム

工にありますように、渓流内の不安定土砂の流

下防止のほか、渓流の縦横侵食の防止を目的に

設置しております。

また、山腹工は、右下にありますように、崩

壊した斜面の復旧を図るためにコンクリートや

木製の土留工を設置したり、植栽工やのり枠工

などを施工し、山腹斜面の安定を図っていると

ころです。

その左の地すべり防止工は、地すべり活動を

抑制するための集水井のほか、地すべり活動を

抑止するアンカー工なども実施しています。

また、海岸部では、海岸防災林の整備としま

して、海岸の飛砂・風害、潮害保安林等の健全

性を保つため、防潮堤や消波ブロックの設置の

ほか、松林の造成なども行っております。

さらに、右上の保安林の改良としまして、手

入れの遅れた保安林において下刈りや除伐・間

伐などの保育作業なども行っており、公益的機

能の機能向上に努めております。

15ページを御覧ください。

治山事業でのハード整備の主な事業について、

順に説明いたします。

まず、「復旧治山事業」では、自然現象によっ

て発生した崩壊地の復旧整備を行っており、山

地災害被害箇所の早期復旧に努めております。

次に、「予防治山事業」では、地域おける防災

に関する取組と一体となって災害を未然に防止

する事業で、山地災害危険地区等において人家

裏の斜面崩壊防止対策や落石対策工事などを実

施し、災害の未然防止に努めております。
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次に、「林地荒廃防止事業」ですが、シラス地

域など特殊土壌地帯での被害対策のために特化

された事業で、風倒木や流木を原因とする山地

災害の未然防止を図っております。

左下の保安林の改良ですが、治山事業施工地

や保安林の機能が低下した保安林において、下

刈り、施肥、除伐、本数調整伐などの保育を実

施し、森林の機能向上を図っております。

次に、「荒廃渓流流木等対策事業」であります

が、この事業は県単事業で、財源は県の森林環

境税を財源としており、台風等で発生した渓流

沿いに堆積した流木の除去のほか、写真にあり

ますように、人家そばなどで危険木の除去など

を行っております。

昨年度の国庫事業の実績は、右下にあります

ように、これらの事業を県内で44か所を実施し

ております。

特に山地災害危険地区が採択要件の一つと

なっております予防治山事業、緊急予防治山事

業、林地荒廃防止事業などは半数を超える26か

所を実施しておりますが、防災・減災対策を推

進する上で大変重要でありますので、今後も計

画的に工事に着手することとしており、国に対

しましても、国土強靱化等に関する必要な予算

の確保について要望しているところであります。

16ページを御覧ください。

治山事業で実施しているソフト対策について

説明いたします。

山地災害危険地区は、林野庁が定める調査基

準等に基づきまして、点線囲い①の地形、地質、

②の学校などの保全対象を県が調査し、山地災

害の発生危険度が一定基準のものを山地災害危

険地区として指定しております。

山地災害危険地区は、山腹崩壊危険地区、地

すべり危険地区、崩壊土砂流出危険地区の３種

類で、県ホームページなどへの登録や現地に表

示板を設置するなど、地域住民へ周知し、防災

意識の向上に努めております。

また、地元消防団などとの危険地区調査を踏

まえた治山事業実施箇所の選定や市町村防災会

議での地域防災計画の見直しなど、警戒避難体

制整備の基礎資料として活用しているところで

あります。

次に、17ページを御覧ください。

次に、（２）－②と③の適切な森林管理につい

てであります。

上段の図のように、効率的な森林整備を行う

上で基礎となります林道などの林内路網を整備

した上で、主伐後には再造林や下刈り、間伐等

の森林整備事業を着実に実施することにより、

下段の図にあるような国土保全機能や水源涵養

機能の維持・増進に努めております。

18ページを御覧ください。

（２）－②、森林整備事業についてです。

災害に強い森林づくりに向けては、再造林や

間伐等の森林整備の実施により、森林を健全な

状態に保つことが重要であります。このため、

国の公共事業である「森林環境保全直接支援事

業」では、森林所有者等が行う植栽、下刈り、

除間伐等を支援しております。

また、水源涵養や山地災害防止機能の発揮が

求められる森林においては、県の森林環境税を

活用して「水を貯え、災害に強い森林づくり事

業」により、伐採後の速やかな再造林や広葉樹

の植栽等を推進するため、かさ上げ補助を実施

しております。

19ページを御覧ください。

（２）－②環境に配慮した伐採・搬出の指導

強化についてであります。

県では、伐採に起因する土砂の流出や山地災



- 7 -

令和６年７月18日（木曜日）

害を未然に防止するため、例えば伐採作業であ

れば、枝条や残材等の適切な処理、搬出路開設

であれば、急傾斜地を避け、小まめな排水、埋

め戻しを行うなど、伐採事業者が注意すべき項

目を整理した伐採、搬出及び再造林ガイドライ

ンを作成して、各種研修会等で周知しておりま

す。

また、伐採パトロールにおいては、市町村等

と連携しながら年間120回程度のパトロールを行

い、先ほど説明しましたガイドラインに基づい

た現場指導を行うとともに、伐採跡地調査では、

梅雨時期前に市町村や土木事務所と連携して伐

採跡地を調査し、土砂流出等が懸念されるよう

な箇所については、水路への誘導のための土の

うの設置や集材路の埋め戻しなどについて、伐

採事業者に対策を指導しております。

20ページを御覧ください。

（２）－③林道整備事業についてであります。

「森林環境保全整備事業」などの事業により、

森林施業や木材等の輸送を効果的に実施すると

ともに、災害時には迂回路となる路網を整備す

るため、下段の写真にありますように、開設、

改良、舗装を実施しております。

また、右側のチラシは、今年の４月に西都土

木事務所内におきまして県道が被災したため、

その迂回路として林道を活用した事例でござい

ます。

説明は以上です。

○佐藤委員長 執行部の説明が終わりました。

御意見、質疑がありましたら御発言をお願いい

たします。

○今村委員 御説明、ありがとうございました。

ごみの仮置場の件に関して、ちょっと御質問さ

せてください。

平成29年に計画をそれぞれ立てていらっしゃ

るということで、それに対しての進捗状況とい

うのは、今、どういった状況になっているでしょ

うか。

○長友循環社会推進課長 仮置場の確保につき

ましては、例えば南海トラフ巨大地震において

は約250ヘクタールが必要と県の計画で推計され

ているところでありますが、毎年度、市町村の

廃棄物対策主管課のほうに選定状況等を調査し

ておりまして、令和５年度の調査では、廃棄物

所管課のほうでの調査結果としまして、218か

所、236.85ヘクタールを候補地として想定して

いるという回答をいただいているところであり

ます。

○今村委員 ありがとうございます。今のは南

海トラフでのということであったんですが、そ

れはもう一番大きい被害を想定しての計画とい

う考えでよかったでしょうか。

○長友循環社会推進課長 おっしゃるとおりで

ございます。

○今村委員 ありがとうございました。

○山内いっとく委員 災害廃棄物処理対策につ

いて伺いたいと思います。

災害が起こったときの廃棄物ですが、県内で

処理できない分を県外へ出すことになるのかな

と考えているところですけれど、石川県では244

万トンということで、今、実際、県内でどれぐ

らいの分が処理できているのかと。処理ができ

ない場合に、九州各県で連携しているというこ

とでしたけれど、どこら辺にどれぐらい出すと

か、そういった計画はあるんでしょうか。

○長友循環社会推進課長 資料の11ページを御

覧ください。

先ほど御説明いたしました県域を超えた広域

連携体制の図でございます。

令和３年３月に策定しました宮崎県の災害廃
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棄物の計画においては、約1,500万トン、県内で

災害廃棄物が出ると推計しております。

そのうち、焼却が42万8,000トン、埋立てが78

万トン、再生利用が1,387万トンでございまして、

焼却については４年半ぐらいかかるのではなか

ろうかと見積もっているところであります。

ただし、先ほど委員がおっしゃいましたよう

に、石川の事例のように、処理施設が被災した

りとか、処分場のほうが被災しているというふ

うになると県内での処理とかは難しくなってま

いりますので、県内で処理ができないような場

合には、11ページの図にありますような九州各

県での連携体制を構築して協議をしながら、ど

の分を外に出すかとかどこが引き受けてくれる

かと協議していくことになっております。

あらかじめ、どれだけを外に出さなきゃなら

ないかとか、今、そういう見積りはしていない

ところでありますので、実際に災害が起こった

ときに、この枠組み等の中でいろいろ意見交換

していきたいと思っておるところでございます。

○山内いっとく委員 確認になりますけれど、

処理施設が被災した場合だけ県外へ出すという

計画になっていると。また逆に、他県が被災し

た場合に、そういった連携で県内に持ってくる

ことがあるかと思うんですけれど、その場合に、

処理施設として県としては持っているわけじゃ

ないので、各市町村へ連絡することになると思

うんですけれど、どこにお願いするとか、そう

いった話は被災してからの話という理解でよろ

しいでしょうか。

○長友循環社会推進課長 おっしゃるとおりで

ございまして、他県の分が入ってくる分につき

ましてもこの枠組み等の中で協議をしまして、

県同士もしくは市町村個別の連携協定を結んで

いるところもありますので、その中で話合いを

して、どこが受け入れるかということを協議し

ていくことになると思います。

○佐藤委員長 よろしいですか。ほかに。

○黒岩委員 処理については市町村ということ

が原則なんですけれども、本県の場合には漁港

とか港湾、こういったものがありまして、そう

いったところにも恐らく大量のごみの流入があ

るだろうと思いますが、この処理についてはど

ういうふうになるんでしょうか。

○長友循環社会推進課長 流木等が港湾とか海

岸等にあると思いますけれども、そちらのほう

につきましては、それぞれの管理者の方で処理

をしていただくことになっておりまして、国庫

補助と公共施設の補助等を活用してやっていた

だくことになります。

管理者がいない海岸等につきましては市町村

の担当になりますので、市町村のほうで、国の

補助を活用しながら処理をしていただくことに

なるかと考えております。

○黒岩委員 それぞれ管理者が処理するんだと

いうところなんですが、回収したごみについて

は、市町村が設置する仮置場、そちらのほうを

活用するということになるんでしょうか。

○長友循環社会推進課長 大規模災害の仮置場

につきましては、まずは生活に密着する、住民

の生活環境の保全に必要となるものを置かせて

いただくということになりますので、流木等、

生活に関連性がちょっと低いというものにつき

ましては、別途考えていただくことになるのか

なと思っております。

○黒岩委員 もう一点いいですか。

８ページのところの表の一番下なんですけれ

ど、新たに確認した課題というところの、一番

下です。恐らく高齢化が進む本県については、

自ら仮置場に搬入するということが困難な方が
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多いんではないかと思うんですけれども、これ

は早急に対策を講じないといけないと思うんで

すが、こういったところについてはどういうふ

うにお考えなんでしょうか。

○長友循環社会推進課長 委員がおっしゃると

おりでございまして、大変重要な課題だと思っ

ております。仮置場まで来れない方とか高齢者

の方の対応につきましては、例えばですけれど

も、特別なごみステーションを置くとか市町村

による特別収集─これは国交省もあるみたい

ですけれども─そういった方法があろうかと

思いますけれども、まずは市町村の方と、今年

度、図上演習とかいろんな講習会を予定してい

ますので、その議題、検討課題の一つに挙げさ

せてもらって、検討を進めていきたいと思って

おります。

ただ、ごみステーション等を近くに置きます

と、住民は非常に搬出しやすいんですけれども、

普段の生活ごみとの混合のおそれがありますの

で、そこをどう仕分けしてもらうのか、それか

ら、市町村は、仮置場なら一定期間置けるんで

すけれども、住宅のそばのごみステーションは

すぐに回収に行かなきゃなりませんので、そこ

ら辺の課題を市町村がどうクリアしていくかと

かいうことも併せて議論していきたいと思って

おります。

○黒岩委員 早急な対策をよろしくお願いしま

す。

○佐藤委員長 ほかに。

○山内佳菜子委員 ９ページ目の災害廃棄物支

援コーディネーターがどういう方で、何人ぐら

い配置されているのかということを教えてくだ

さい。

○長友循環社会推進課長 人数につきましては

現在１名でありまして、先ほど申しました県産

業資源循環協会の中に配置されておりまして、

特に仮置場候補地等、市町村が候補地は上げて

いるんですけれども、それが仮置場の基準とし

て適正なのかどうかという観点等から助言等を

いただいておりまして、順次、全市町村を回っ

て助言をしていくということを考えております。

○山内佳菜子委員 平時の備えのお話を御説明

いただいたかと思うんですけれども、災害後の

対応ですとか、国、県、市町村との連携とか、

調整も必要になってくると思いますが、そういっ

たことも想定されているのでしょうか。

あと、１人という人数も心もとないかなとい

うふうにも感じていますが、その点はいかがで

しょうか。

○長友循環社会推進課長 資料の４ページを御

覧ください。

被災時におきましては、この図にありますよ

うに、まずは被災市町村の処理になるんですけ

れども、図の２段目にあります市町村による広

域処理とか県による助言等も行ってまいります。

もちろんコーディネーターの方にも御意見等

はいただきたいと思っているんですけれども、

１名という形ではありますので、被災時には各

市町村それぞれに助言いただくということも厳

しいのかなと思っております。

コーディネーターは協会の所属で、廃棄物処

理業者が協会の会員になっておりますので、各

会員のサポートもあります。そこら辺も活用し

て、御指摘の被災時の対応についても考えてま

いりたいと思っております。

○山内佳菜子委員 私がすごく記憶に残ってい

るのが、平成17年、宮崎市が台風14号の被災を

したときに、家庭から出るごみも処理し切れな

くて、道路の両脇に泥だらけの家財道具がずらっ

と並ぶ日が長期間にわたって続いてしまったと
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いうような光景もすごく覚えています。

やはり平時からの備えも必要なんですけれど

も、災害時こそ、いろいろ混乱している中でコ

ーディネーターの役割は非常に重要になってく

ると思いますので、課長がおっしゃっていただ

いたように、今後の対応についてもしっかり御

検討いただけたらと思います。ありがとうござ

います。

以上です。

○佐藤委員長 ほかにございませんか。

○齊藤副委員長 用語の意味を説明してくださ

い。

13ページの下の林道整備の推進のところの本

県の林内路網密度、これはどういうことなのか、

ちょっと教えてください。

○松永森林経営課長 林内路網といいますのは、

森林整備や効率的な木材搬出のために森林内に

路網を配置しているのですが、例えば資料の17

ページの上のほうに全体イメージがありますが、

森林整備を行うために、一番下の括弧ですけれ

ど、森林経営を支え、災害時には迂回路となる

林道整備を実施と、このようなものになります。

林内路網密度というのは、この絵でいいます

と、林道の延長を森林の面積で割ったもの、そ

ういったイメージになります。県全体でいきま

すと、森林の中には、林道や作業道もですけれ

ども、国県道も入っている部分があります。で

すので、路網というのは、森林の中にある林道、

作業道、国県道、これが分子になりまして、分

母のほうは森林面積になります。

以上でございます。

○齊藤副委員長 ありがとうございます。

それから、15ページの上の林地荒廃防止事業

のところの説明の中に特殊土壌地帯というのが

書かれているけれど、これはどういうところを

いうのか、教えてください。

○川畑自然環境課長 特殊土壌地帯につきまし

ては、国のほうが指定しておりまして、土質が

悪いことによって農業生産性の低いところを含

めて指定しております。

宮崎県も指定されておりまして、シラスとか、

ボラとか、火山の噴火物でできた地域を特殊土

壌地帯として指定しているところでございます。

○齊藤副委員長 あと、全体で５つの事業が記

載されていまして、下に令和５年度の山地治山

事業実績（見込み）と書かれているんですけれ

ど、この予算の総額は大体どのぐらいですか。

○川畑自然環境課長 令和５年度の事業になり

ますけれども、山地治山事業全体で、最終で約27

億円となります。

○齊藤副委員長 山地災害危険地区が本県は、

5,442か所あって、これを解消していくための様

々な治山事業ということで理解したんですけれ

ど、目的を完成するまでに大体どれぐらいかか

りそうなもんなんですか。

○川畑自然環境課長 先ほど申しましたように、

山地災害危険地区につきましては、現在5,442か

所ございます。順次、事業を実施しているとこ

ろでございますけれども、先ほど申しましたよ

うに、治山事業は年間40か所ほど実施している

状況でございまして、今の進捗率が47.8％、2,602

か所着手しているところでございます。

当然、これを全部やりますと相当の期間を要

するわけでございますけれども、下に人家等が

あるとか、公共施設等があるとか、そういった

優先度の高いところから実施しているところで

ございます。

○齊藤副委員長 今、進捗率が47.8％というこ

とですが、あと何年ぐらいかかりそうなんです

か。
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○川畑自然環境課長 ちょっとそこはまだ算出

はしておりませんけれども、単純に年間の箇所

数で割っていただくと箇所数が出ますけれども、

限られた予算、先ほど申しました30億円弱の予

算でやっておりますので、それを強力に進めて

いくためには、国が推進している国土強靱化の

枠を全て増額していただいて、県でも実施して

いく必要があると考えております。

箇所で割りますと、まだ数十年以上かかる見

込みになりますけれども、優先順位の高いとこ

ろから実施していきたいというふうに考えてお

ります。

○齊藤副委員長 あと、19ページのところの伐

採パトロールについて御説明いただいたんです

けれども、実は私もこういう伐採のパトロールっ

て拝見したことがないので、大体イメージとし

て、何名ぐらいでどういうやり方でされている

のかとか、時間だとか、その辺を、ざくっとで

結構です。教えてください。

○松永森林経営課長 伐採パトロールにつきま

しては、伐採する際には市町村に伐採届が提出

されます。そのときに、面積は何ヘクタールと

か、何を伐採するとか、そういった届出が出て

きますので、その情報を基に、市町村のほうと

県市町村森林組合、それから地域の素材生産事

業者さんが協力してパトロールに回っています。

時には警察にも同行をお願いしていることがあ

ります。県の出先の職員等も加えますと、大体10

名程度で回っていくことになります。

月に大体１回から２回程度実施しておりまし

て、１か所回るのに半日ぐらいはかかるという

ふうに考えております。

パトロールのときには、伐採する際に境界を

確認していますかということとか、先ほどガイ

ドラインの説明をしましたけれども、伐採する

際には、枝条とか残材を谷に集めている場合に

はきちんと撤去してくださいとか、撤去すると

きには、尾根筋にとか、分散してちゃんとくい

で止めてくださいとか、あと搬出路を開設する

ときには谷から遠ざけてくださいとか、切土・

盛土はなるだけ押さえてくださいとか、小まめ

な排水をしてくださいとか、そういったことを

指導しますし、もし、もう既に設置しておるん

であれば、そういったふうになるようにちゃん

とやり直してくださいとか、そういったことを

指導しております。

○齊藤副委員長 これは伐採届出が出されてい

るところに対してということなんですけれど、

実際はその形態というのは抜き打ちなんですよ

ね。来るって分からないところにやってくると

いうことでいいんですか。

○松永森林経営課長 そういった場合もありま

すし、県内で出先の事務所単位に行っているん

ですけれども、事前に情報をもらわないと対応

できないという声もありますので、中には事前

にお知らせして実施する場合もございます。

○齊藤副委員長 最後に、この伐採パトロール

で、さっきの御説明で指導とかいう話があった

んですけれど、きちっとルールどおりにされて

いるところと、これは明らかに徹底して指導し

ていかなくちゃいけないところと分かれると思

うんですけれど、大体割合的に、悪質なケースっ

てあるものなんですか。

○松永森林経営課長 パトロールで回っている

ところにつきましては事前に伐採届が出されて

いるところですので、割ときちんとしていると

ころだというふうに認識しております。

悪質な業者といいますのは、そういったこと

もしていないようなところもありますので、そ

ういったところについては、住民等の通報等が
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あれば、市町村とともに、別にまた指導に行く

ということになります。

○齊藤副委員長 ありがとうございました。

○坂口委員 えてして環境森林の森林づくりと

いうのはそれを感じるんですけれど、狙いが分

からないんです。今のは、適正に山地を管理し

ていって、災害に強いと。

ただ、何らかの悪い業者、言うことを聞かん

業者がいるんですよねという説明を平気で受け

るんですけれど、そこらに対しての指導力を発

揮する検査の在り方。だから、聞かないと、やっ

ぱりあんたらが痛い目に遭うよというようなも

の。少なくとも、森林環境税を投入するような

対象には外しますというようなものがないと。

公的な利益が確保できないことに対して、森林

環境税、これは突っ込めないです。だから、そ

こを一つ分かってないというところです。やっ

ぱり大所高所から物を見ていないということで

す。

それをずっと歴史的に見てみると、例えば、

一時期はもう山の頂上まで木を植えろだったわ

けでしょう。100年たっているわけでしょう。と

ころが、再造林、ただ日本一の植栽率を競うが

ために、確保するがために、今度は近いところ

だけに林道でも通していって、密度をよくして、

そこに木を植えますなんて。言い換えれば、奥

に植えさせた山は放りますということでしょう。

一時期は、長い時間、林道も延長していくと

いうのが県の方針だったんですよ。そして、せっ

かく植えた木をお金に変えていくというのも、

これはやらないと思う。やらないだったら、こ

の木はどうなりますか。飫肥杉なんて、100年たっ

たら。

もう酸素供給能力もなくして、光合成をやめ

て、今度は酸素消費に変わるんですよ。それで

も木は生きていれば呼吸するわけですから、炭

酸ガスをどんどん出します。これはもう環境面

からマイナスの、負の遺産になるんです。そし

て、山の木が倒れたら片づけるって、どんなし

て片づけるんですか。あの木は死んだら全部倒

れますよ。雨が降ったら流れ出しますよ。そこ

を見なければ。

やっぱり少なくとも環境とか、そういった言

葉は捨てないと。経済林何とか部ってなるんな

ら分かるんです。しかし、あなた方はそれに取

り組むって、畏れ多くも環境とかそういったこ

とを銘打っての部なんですよ。そこんところが

分かっていない。だから、一回出直さないと駄

目ですよ。再造林日本一になったときに何が果

たせるのかといったら、もう山奥はばんばん災

害に弱い山になっちゃって、将来、ちょっと守っ

て、その10倍もが壊れるような山になっていき

ますよ。

今言っていること、意味が分かりますか。今

まで約束してきた、あなた方が将来生活が豊か

になるよと言った、この奥の山の木をお金に変

えさせることを今後セットでどうやっていくの

かっていうことと、そこをどうやって守り抜く

のかということ。まだ、山の樹種のゾーン分け

だってやっていないわけです。適地に適する木

を植えていくって、それが本当の税金を使った

山づくりです。そこをまず基本的にどう考えて

いるのかを、これは部長に伺います。

○長倉環境森林部長 委員のおっしゃることを

我々、環境森林部として受け止めて、考えてい

かなければならないと思っております。

戦後の拡大造林で、山の上まで植林してきた

のは将来の収入を期待してのことでした。この

ように材価が落ちてきて、ほとんど収入になら

ない状態になっているというところで、やはり
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適地適木というところもありますけれども、道

に近い経済林というところと、そうではない公

益的機能のほうを十分に発揮できるような森林

にしないといけない、そういったゾーニングと、

あと樹種をどうするのかというところもしっか

りと考えながら、再造林推進条例をつくりまし

た。それを一番の念頭に置きながら、条例の目

的に沿って、グリーン成長プロジェクトを森林

組合等とも話し合いながら、宮崎の森をどうし

ていくのか。将来世代に豊かな森林を─我々

も先代の皆様の御努力によって森林という宮崎

の宝を享受しているわけですから、それを将来

世代に引き継いでいく責務があります。それを

念頭に置きながら、グリーン成長プロジェクト

を進めてまいりたいと考えております。

今後とも御指導よろしくお願いいたします。

○坂口委員 ちょっと厳しく言うみたいだけれ

ど、そうじゃないんです。経済林づくりの50

年、100年の体系の下でやっていく山づくりと、

悠久の森づくりの1000年、2000年をスケジュー

ルとした山づくり、その仕分けもできていないっ

てことです。だから行き当たりばったりの政策

になってしまうってこと。

しかも、条例と銘打っているんです。そのと

きは、そんなものは全て整理した後で、そして

どういう方向に宮崎の林業というものを進めて

いくんだということに裏打ちされた条例でない

と駄目ですよ。

何か日本一になりたいなって、何かないかっ

て、杉の木をばんばん植えようって、日本一に

なろうって、そんなんじゃ、その相手方があま

りにもかわいそうです。犠牲になっちゃう。早

速犠牲になるのが、さっきから言っているよう

に、遠いところ、もう道もないところに苗を担

いで植えた山がもう伐採期をはるか過ぎてい

るって、この山を放置するのかということです。

それをしてから、今度は新たな考え方で、これ

を切り捨てるなら、その山主の方々にまずごめ

んなさいがないと駄目ですよ。そういったもの

がなくて、ただただ仲よしクラブ的なことで仕

事をやっていられたら、県民は迷惑だというこ

とを言っているんです。

だから、少なくとも山づくりというのは、言

いますように、そこで飯を食おうという人たち

の40年、50年、100年といった短いスパンでの計

画と、宮崎の言われるような全国に誇れるよう

な山をつくるといったら悠久の森づくりです。

そこがゾーン分けです。そんなものがあった上

でこの条例ができなけりゃ、何だったのかなと

いうことで、今、僕らは悩まされることになっ

てしまったわけです。

畏れ多くも、この森林環境税というのを特に

取り上げているんですよ。それを大義があるか

らって突っ込むというんですけれど、何の大義

があるんですか。むちゃくちゃですよ。だから、

この税はやめなきゃ駄目かも分かんない。今の

ような森づくりでは、世論が許さなくなる。

これはあなたに厳しく言っているんじゃない

んです。これまで何だったのということ。だか

ら、しっかり方針を持って、もうこんなミスは

二度、三度やらないぞという下での条例でない

と駄目だと。場合によっちゃ、勇気を持って、

この条例は廃案にすべきです。そして、堂々と

した、どこからたたかれても、つつかれても答

えられるような条例にすべきです。

そんな近い里山で銭になるようなところとか、

林道が通っているところ、そこに杉の木を植え

た結果、宮崎はどうなるんですか。日本一たく

さんの木が植えられるかも分かんないけれど。

結局、今のところの考え方というのは、ずっ
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と修正してきたけれど、次の杉の木を植えやす

いところに植えさせようという話じゃないです

か。どこに杉を植えるべきだという、そういっ

た大所高所からの判断での再造林日本一だのや

れ何だのじゃないじゃないですか。あと30年、50

年たったら、また植えた木はどうなるんですか。

本当にそこを理想的な経済林としてから、その

後もずっと持続できるんですか。その見通しも

今の条例の中では見えない。杉の木をよそに負

けないようにたくさん植えようやというだけの

話みたいな気がしてならないんです。

これについては、こんなにうるさく言ったっ

て嫌われるだけだから言わないけれども。

元に戻ってしまうけれど、先ほどの廃棄物に

ついても、今のような行政の在り方というのは

ちょっと心配なんだけれど、例えば、今、一般

廃棄物をこうやろう、ああやるって、いろいろ

計画はあったですよね。それだって、災害のと

きのごみなんてのは砂まみれ潮まみれで、焼却

炉では焼けないんです。焼いたら、機械は即故

障です。そこらをどう整理されているのかとい

うのが１つ。

疑うわけじゃないけれど、ＰＣＢとかダイオ

キシンとか、それから有毒金属類、これらにつ

いては法律どおりぴしゃっと片づいてきている

なということを前提で、災害ごみにもずっとい

ろいろ質疑なり協議なり、僕も加わってきたわ

けですけれど。果たして、ＰＣＢにしても何で

も、こういったものは法律でやるんで、災害が

起こっても絶対に心配ないぞと、その整理って

のは、在庫ゼロとか、確実な保管というのはな

されているんですか。ちょっと心もとなくなっ

た。どんななんですか。議論から外れるかも分

からないけれど、一般廃棄物じゃなくて、こう

いった産廃あるいは有毒物質というようなもの

について、災害に対しての準備というのはどう

なっているんですか。

○長友循環社会推進課長 御指摘のとおりであ

りまして、ＰＣＢ等につきましては、現在、通

常の管理等の指導は行っているところでありま

すけれども、災害時に起こった対応につきまし

ては、その他の有害物質等と一緒に、事業者に

対して適切な管理をというような指導等のみで

ありますので、今後改めて、事業者等に災害等

の対応につきましても周知を図っていきたいと

思っているところであります。

○坂口委員 周知じゃなくて、もう期限切れて

いるわけだから。法律的には何日までにどうし

なさいというのがあったんですよね。だから、

周知じゃなくて点検ですよ。調査ですよ。そし

て、駄目だったら、行政的な指導からその他措

置まで入り込まなきゃ駄目ですよ。これは人が

死んじゃうんですよ。

だから、もうちょっと、本当に重きを置いた

取組というか、重大ごととして考えてほしいで

す。これはぜひお願いしておきます。

○佐藤委員長 よろしいですか。何もないです

か。

○長友循環社会推進課長 今おっしゃったこと

につきまして、通常のＰＣＢの管理等につきま

しては、ＰＣＢ廃棄物と、ＰＣＢを含む─低

濃度と高濃度がありますけれども─高濃度の

製品、低濃度の製品につきましても、御連絡い

ただいたものは我々職員が出向いて点検等を

行っているところでございますけれども、今、

委員がおっしゃったような災害時の対応につき

まして、改めて、どのように対応していくか等

も含めて、今後検討を進めてまいりたいと思っ

ております。

○坂口委員 ぜひ、よろしくお願いします。
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○佐藤委員長 よろしいですか。ほかに。

○丸山委員 能登半島のほうで、地震が起きて、

災害廃棄物が出たということなんですが、ここ

も恐らく各市町村において、３ページにありま

す市町村災害廃棄物処理実行計画をつくってい

て、発生量とか処理期間とかいろんなのをつくっ

ていたと思うんですが、この量というのは、計

画どおりじゃなくて、かなり増えているんじゃ

ないかと思っているんですが、その辺はどんぐ

らい乖離があると聞いていますか。

○長友循環社会推進課長 ５ページにあります

能登半島地震における災害廃棄物の見込量であ

りますけれども、これは被災した家屋の棟数な

どから国の示す基準に基づいて算定した量と

なっておりまして、①のところに書いてありま

すけれども、令和６年の２月６日の推計値となっ

ております。

市町村の計画と県の計画の乖離については

ちょっと情報を持っておりませんで、今のとこ

ろ、県の計画の244万トンというデータしか把握

しておりません。

これが実際にどのぐらい出てくるかというの

は、報道等にもありますように、公費解体がま

だあまり進んでおりませんので、それが進んで

きてから実績との乖離等が出てくるのではない

かと思っているところであります。

○丸山委員 それで、宮崎県内でも全ての市町

村が災害廃棄物処理実行計画をつくっているん

ですが、災害時の想定というのが、最大こんな

地震が来て、こんだけの棟数が倒れて廃棄物が

出ますよという感じなのか。何パターンか分け

てつくってもらうといいのかなと思っているん

ですが。

南海トラフでも、宮崎市がつくっている計画

の廃棄物量と県が予想するのは乖離があると本

会議でも議論がなされているんですが、その辺

の想定のそれぞれの考え方が違うと、また今後、

コーディネーターを使って廃棄物の置き場所を

考えましょうといっても、なかなか整理できな

いんじゃないかと思っているもんですから。

今回の能登半島の事案を見て、ここは本当に

どれぐらいの規模を想定して、こんぐらいの廃

棄物が出るんじゃないかというのをまず確認し

ていかないと、起きてから考えるんじゃなくて、

もう少し想定をしっかりしていかないと進まな

いんじゃないかと思っているんです。その辺の

チェックは、今、どの辺まで進んでいると認識

していればよろしいでしょうか。

○長友循環社会推進課長 委員がおっしゃると

おり、事前の想定と今回の実行計画の乖離につ

きましては、申し訳ございません、情報を持っ

ておりません。把握すべきだというのは考えて

おります。

本県の分につきましては、おっしゃるとおり、

宮崎市と県で算定の計算式がちょっと違うとか、

いろいろ乖離は出ているところであります。

今回、国のほうが新しい算定式を発表いたし

ました。それから、また危機管理局のほうでも

南海トラフ等の被害想定の見直しをされるとい

うところでありますので、そのタイミングで、

県の計画の改定と市町村の改定を合わせるよう

な指導等をやっていきたいと思っております。

○丸山委員 ぜひ早めにその辺の改定をしてい

ただいて、想定を出して、より理想に近い形を

─災害廃棄物置場の数がこの二百何ぼでいい

のか、もっと本当は多くないといけないとか、

海岸端じゃなくて津波が来ない場所にしないと

いけないとか、いろんな想定が考えられると思っ

ています。

それが本当に整理されているかが、我々は
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ちょっとデータ的にもまだ見ていないもんです

から、そういうことも含めてちょっと教えてい

ただいて。災害が起きた後の災害廃棄物を早く

処理することによって、再生復興につながって

いくということなんです。能登半島の場合を見

てみますと、なかなか公費解体も進まないとい

うのと、道もなかなかできていないとか、置き

場所もないとか、いろんな問題が絡み合ってい

て。

そのことを考えると、宮崎県も早めに、もっ

と具体的に、災害が起きたとき、南海トラフが

起きたときに本当に処理ができる場所が確保で

きるのかというのも今のうちから検証していか

ないといけないと思っています。その辺は今は

どこ辺まで進んでいると認識すればよろしいで

すか。

○長友循環社会推進課長 資料の９ページを御

覧ください。

先ほど御説明しましたように、右側にありま

す図上演習、講習会等で、いろんな災害の状況

を想定しまして、訓練、意見交換等をやってい

るところでございます。

それから、県の計画の改定もおっしゃるとお

りなんですけれども、右側にあります市町村計

画の改定支援、こちらの改定支援をやっている

ところでありますので、今年度、委員がおっしゃ

るように石川県で出た課題等も踏まえて、この

部分を使って、いろんな課題に対応する新たな

計画、想定等を共有してまいりたいと考えてお

ります。

○丸山委員 あと、災害廃棄物は基本的には市

町村が処理しないといけない義務や責任がある

と思っているんですが、超えてしまうと、４ペ

ージにあるとおり、事業委託のように県の処理

とかが出てくるなど、民間等にお願いするとか

ということになってくると、どういう手段でこ

の辺がうまく流れていくのか。

これぐらい大きな規模になってくると、もう

民間にも協力をもらわんと早くごみがなくなら

ないよねというのは、ある程度、マニュアル的

にあるという認識でよろしいんでしょうか。

○長友循環社会推進課長 こういった大規模災

害が起こったときの対応手順とか区分につきま

しては、県のほうで対応マニュアルのひな形を

つくりまして市町村のほうに提示をしていると

ころであります。そのマニュアルに沿って市町

村ごとのそれぞれのマニュアルをつくるようお

願いしておりまして、それがなかなか進んでい

ないところでありますので、県の委託事業等を

通じて、そのマニュアルの作成等の指導等を進

めていきたいと考えております。

○丸山委員 具体的には、26市町村のうちにど

れぐらいがしっかりとした、県としてもこれだっ

たら大丈夫だよねというマニュアルが完成して

いるんでしょうか。

○長友循環社会推進課長 すいません。まず、

市町村ごとの計画とマニュアルとありまして、

市町村の処理計画につきましては、27年度に策

定後、災害の想定とかごみの分別の仕方が変わっ

ているものに対しての対応ができていないとこ

ろが多いと認識しておりますので、そこを改善

するようお願いしていきたいと思っております。

マニュアルにつきましては、宮崎市のほうは

策定をされているんですけれども、ほかの市町

村はまだ動きがないところでありますので、そ

こは県としても作成について力を入れていきた

いと考えております。

○丸山委員 マニュアルは宮崎市しかできてい

ないということですので、海岸線を含めて、山

間地もなんですけれども、しっかりマニュアル
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ができて、ばたばたしないような形にしっかり

してほしいし、もし民間委託となっても、民間

に余力があるかどうか、処理能力があるかどう

かを考えると、簡単にお願いしますよと言って

も、処理能力がなければ、結局駄目、絵に描い

た餅になってしまうと思うもんですから。

その辺の民間との協力体制といいますか、協

力できる余力があるのか。処理能力がなければ、

受けてくださいと言われても結局受けられない

ような感じがします。その辺も含めて、本当に

生かせるマニュアルなのかはどうなっているで

しょうか。

○長友循環社会推進課長 今おっしゃったよう

に、民間の余力とか、そういったようなところ

の確認、連携等を取るというひな形にはなって

おりますけれども、より具体的な部分について

改めて点検をしまして、より使いやすいものと

なるよう改定等を進めていきたいと思っており

ます。

○丸山委員 ぜひお願いしたいと思います。能

登半島の地震を見ると、まだ最終処分場が停止

のままとかって結構出ているもんですから。こ

の辺は、ふん詰まりになっているからなかなか

進まないんじゃないかと思っていますので、民

間との連携を含めて、災害が起きたときにも民

間がちゃんと活用できるのかということも含め

てしっかり検証していかないと、結局、大きな

災害が来たときに、ふん詰まりになってしまっ

て復興が進まないという形になってしまうと思

うもんですから、しっかりこの辺も、民間等も

含めて連携をしていただきたいかなと思ってお

ります。

あと、熊本県がパートナーということになっ

ているみたいなんですけれども、熊本地震が起

きたときに宮崎県と熊本県の連携というのはう

まくいったのか、あんまりその辺が。ちゃんと

災害ごみとかを受け入れたというのが、どれぐ

らい受けておられるのとかよく分からないし、

逆に宮崎県のごみを向こう側が受け入れてくれ

るというのも、協定のようなものを正式に何か

やっているんでしょうか。

○長友循環社会推進課長 11ページを御覧くだ

さい。

先ほど、宮崎県と熊本県がそれぞれ被災した

場合の幹事支援県になるというふうに申し上げ

たところでありますけれども、これはそれぞれ

がそれぞれの分を受けるという意味合いではな

くて、九州全体で調整していくという中で、連

絡担当の幹事県としてそれぞれが役割を担うと

いうことであります。

例えば、本県で大災害が起こったときに全て

熊本県に廃棄物が行くというわけではありませ

んで、熊本県が本県の意向等を聞いて、九州各

県と調整をするという流れとなっております。

幹事支援県という制度ができましたのが令和

５年の２月でありますので、熊本地震のときに

はこの制度はなかったんですけれども、その当

時、熊本地震の一般廃棄物、災害廃棄物のほう

を県が調整して受け入れたということはありま

せんで、多くは福岡とか佐賀とかあちらのほう

に回ったと。

一部、市町村同士の個別の協定で受け入れた

ところもあると聞いております。

○山下委員 関連なんですけれど、宮崎県は県

外廃棄物の持込みはノーなんですよね。こうい

う災害のときは、それは解除されるんですか。

○長友循環社会推進課長 災害廃棄物は一般廃

棄物に該当しまして、一般廃棄物につきまして

は、大規模災害で生じた廃棄物、単独県で処理

できないような廃棄物は、今見ていただいた11
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ページのような調整で受け入れることが可能と

なっております。

また、この一般廃棄物を産業廃棄物処理場で

受け入れる場合には、通常の届出で受け入れる

ことはできるんですけれども、大規模災害、非

常災害のときは事後の届出で受け入れることが

できることとなっています。

今、委員がおっしゃいましたのは産業廃棄物

のほうの受入れでありまして、産業廃棄物につ

きましては、県外産廃を受け入れないことを原

則としております。これは、全て駄目だという

わけではなくて、九州内で廃棄されたもので、

そのところに処理する施設がないとか処理し切

れないようなものにつきましては、やむを得な

いものについては事前協議で審査を受けて、受

け入れている場合もございます。

大規模災害によりまして他県の産業廃棄物処

理場の被災があった場合は、他県の産業廃棄物

につきましても、ほかの自治体と協議等を行い

まして、受け入れることもあろうかと思ってお

ります。

災害廃棄物は一般廃棄物でありますので、そ

こはちょっと違いがあるというところでござい

ます。

○山下委員 一般廃棄物の市町村が管理してい

る焼却場ちゅうのは、ほぼ自治体で満杯の状況

でやっているわけじゃないですか。そうすると、

やっぱり産業廃棄物は、業者がやっているよう

なところでないと大規模な受入れはできないと

思うんです。だから、そこの辺りの確認をした

ところでした。

○佐藤委員長 ほかにございませんか。

○川添委員 先ほどの議論の繰り返しで大変恐

縮なんですけれど、19ページの伐採パトロール、

地元からも非常に、改めて、後片づけができて

いない、伐採の破片が散乱した状態で業者が帰っ

てしまっているということで、災害につながり

かねないということで。そもそも伐採届を出し

た箇所については、全部、確認のための検査、

監視に行かれているんでしょうか。

○松永森林経営課長 伐採につきましては、伐

採する方、所有者の方が、まず市町村に伐採届

を提出します。そして、伐採が終わった後に

は、30日以内に市町村にその報告をすることと

なっております。その報告を受けて、市町村は

それを確認するようになっております。

市町村のほうは、マンパワーが少ないといい

ますか、なかなか少ない人数ですので、そこの

確認の方法というのは、例えば県のほうで森林

ＧＩＳ、空中写真が見れるようなものがありま

すので、その空中写真を見まして、─伐採に

つきましては、市町村がちゃんと届出どおりに

やっているかを確認するような仕組みになって

おります。

○川添委員 お尋ねしたかったのは、伐採した

箇所は全て確認のために現場に行って、残骸が

放置されていないかとか、全て確認されている

かどうかということなんですけれど。空中写真

で分かればいいんですけれども、そこのところ

が。

そもそも伐採届は年間にどれぐらいの件数が

出されているんでしょうか。

○松永森林経営課長 伐採届は年間6,000件出さ

れております。ですので、伐採完了後30日以内

に届けが出てきましたら、市町村のほうがそれ

を確認していくという仕組みにはなっておりま

すが、市町村のほうでその全てに対して現場に

行っているかというところは、ちょっとなかな

か厳しいのかなというふうに考えております。

○川添委員 要は、全て網羅して、全て検査確
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認をやっているところまで手が回っていないん

じゃないかということを申し上げたいんですけ

れども。

要は、これだけ伐採の頻度が増えている中で、

実施回数が横ばいというか、近年減ってきてい

るというか。この実施回数の中で、何か所かは

もちろん回っていらっしゃるでしょうし、空中

写真でもいいんですけれども、全てにおいて、

ある程度状態が悪いところについてはチェック

が入れられる体制をつくらないと、非常に目に

余る状態であるということを言われております。

そして、伐採をする際、最近、雨が多い状況

がずっと続いていたんですけれども、雨の中で

も伐採の業者が入ってされるもんですから、林

道がぼろぼろに壊れて、土がもう流出している

と。せめて雨が強いときは控えるとか。

これは業者の生業ですから、簡単にね─生

活がかかっているところはあると思うんですけ

れども。

ガイドラインの中で、そういったところで少

し、林道の破損に十分注意するような、天候に

留意してやるような、そういうことも必要では

ないかと思うんですけれどいかがでしょうか。

○松永森林経営課長 委員のおっしゃるとおり

でございまして、県でガイドラインを作成して

おりまして、そのガイドラインの周知をするた

めに、リーフレットを作成しまして全ての伐採

事業者に配布しますとともに、19ページの左側

の写真にあるように、昨年は県内３か所で素材

生産事業者さんに案内しまして、約200名近くの

事業者さんに参加していただきまして研修会を

したところでございます。そのときに、おっしゃ

いましたような雨の日には作業をしないとか、

そういったことも含めまして、ガイドラインの

周知徹底を図っていきたいと考えております。

また、伐採パトロールにおきましても、同じ

ように、現場で遵守を指導してまいりたいと考

えております。

○川添委員 広範囲に及ぶたくさんの箇所が動

いているわけですので、徹底できない部分もあ

るでしょうけれど、非常に目に余るような状況

が続いているというところは認識していただい

て、市町村と連携して、改善をぜひ求めたいと

思います。

○佐藤委員長 よろしいですか。ほかにござい

ませんか。

○重松委員 ６ページの災害処理の件なんです

けれど、先ほど丸山委員もおっしゃっていたよ

うに、民間事業者との連携も重要だということ

で、私は東北の震災の後に宮城県に会派で視察

に行って、再整備をするのも大変重要だなとい

うふうに思っております。

そのときに、ものすごく大手のゼネコンが入っ

てこられていて、本当に大型なベルトコンベア

とか、それをラッピングする方法とか、きちっ

と仕分けをするような仕事をされていらっ

しゃったんですけれど、そういうことに対する

設備へのアドバイスというか、それについては、

県のほうから国とか、そちらのほうに要請され

るもんなんでしょうか。

○長友循環社会推進課長 おっしゃっているの

は、一次仮置場の後の二次仮置場で、大手ゼネ

コン等が機械を入れまして選別をやっていくと

いうものでありますけれども、宮崎県の計画等

でも、そこは市町村だけではなく、県が関与し

ていく部分もあるのかなと思っております。

それに対する国との具体的な協議等はまだ

やっておりませんけれども、いただいた御意見

を参考に、今後の議論等を深めていきたいと思っ

ております。
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○重松委員 よろしくお願いいたします。以上

です。

○丸山委員 ５ページの能登半島の住宅被害が、

７万5,000棟のうち約２万2,000棟が公費解体と

書いてあるんですけれども、自分でやりなさい

というところと公費でやりますよという差って

のはどこで区切られているものなんでしょうか。

○長友循環社会推進課長 公費解体の関連でご

ざいますが、災害発生により被災した家屋等の

解体撤去は、まず原則としては所有者の責任と

いうことになっているんですけれども、災害復

興に当たって、被災自治体は、全壊しているも

の等につきましては国の補助金を利用して処理

できるということになっております。

それから、政令で指定する特定非常災害、今

まで阪神大震災とか東日本大震災とか７つほど

あるんですけれども、その特定非常災害に指定

されますと、半壊についても公費で解体できる

ということになっておりまして、能登半島地震

は特定非常災害に指定されておりますので、全

壊と半壊に当たるものについては石川県のほう

で公費解体をするというような計画をしている

ということで、それ以外のものがこれに該当し

ないものと考えております。

○丸山委員 ２万2,000棟が全壊か半壊だという

ことは、残りの５万棟ぐらいは、リフォームじゃ

ないけれど、造り直すとやっぱり崩さなくちゃ

いけないという、どういうイメージをすればい

いでしょうか。

○長友循環社会推進課長 半壊・全壊に該当し

ないものとしまして、一部損壊とか準半壊とか、

率があるみたいですけれども、それらについて

は国の補助の対象にはならないもんですから、

各所有者のほうで、解体をされるのかどうかは

分かりませんけれども、修繕して使うとかある

と思いますけれども、いろいろな罹災者の補償

等もあると聞いていますので、そちらを使いな

がら対応されていくのかなと思っております。

環境省の補助メニューの公費解体としては該当

しないということで御理解いただきたいと思い

ます。

○丸山委員 制度上のことで、そういう制約が

あるのは分かりました。

なかなか解体が進まない理由としては、道路

とか人がいないとかということも聞いているん

ですけれども、宮崎においてもそういうことが

想定されるのと、もう一つ心配しているのは、

最終処分場が７施設被災して、もう６か月、７

か月たっているのに６施設もまだ動いていない

というふうになってくると、ここにはのり面と

か処理場が使えないからと書いてあるんですけ

れども、この辺りの補強、今後起きる前にそう

いう対策を打っとかなくちゃいけないというの

は今後議論しないといけないかなと思っていま

す。

宮崎であれば例えばエコプラザがありますけ

れど、エコプラザにもいろいろ問題があって、

地震があったときに、そこの処理場が駄目になっ

て使えなくなるんじゃないかと不安に思ってい

るんですが、その辺の基準の見直しをして、補

強もしないといけないとかというような議論が

今後進む可能性はあるという認識でよろしいで

しょうか。

○長友循環社会推進課長 おっしゃるように、

施設の耐震性等については非常に重要な課題と

考えております。焼却施設等の耐震化等につき

ましては、今のところ、使えそうな補助事業等

もないんですけれども、国の補助の対象となる

ような起債のメニュー等もありますので、そこ

ら辺のところを市町村に情報提供していきたい
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と思っております。

ただ、最終処分場につきましては、山間部に

ありまして、それを耐震化するということが今

まで想定されておりません。もちろん設置場所

を検討する場合に、被災の少ない場所とか考え

ることは可能と思うんですけれども、被災を防

ぐというよりも、被災して施設が使えないとい

うことが十分あり得ますので、そのときの対応

をどうするかということを今後の研修会とか図

上演習のシナリオ等に盛り込んで、議論を深め

ていきたいと思っております。

○丸山委員 仮に被災したときに、災害とかの

補助メニューを国のほうに早くつくるようにと

いうことを─これは宮崎県だけじゃなく、ど

こで起きてもおかしくない話ですので、全国知

事会を含めて、このような施設が復旧できるよ

うなメニューとか、もしくは災害が起きても強

くあれるように補強するメニューも早期につ

くってほしいという議論もすべきじゃないかと

思っているんですが、その辺は何か進んでいる

んでしょうか。

○長友循環社会推進課長 施設が被災した後の

災害復旧等につきましては補助事業があるんで

すけれども、委員がおっしゃいますように、被

災する前の対策については議論ができていない

ところでありますので、国との協議等の場でい

ろいろ意見交換をしていきたいと思っています。

今のところ、まだそういう議論等はできてい

ないところであります。

○丸山委員 ぜひ今後は議論を深めてもらって、

できれば改正を要望するような形に持っていっ

ていただくとありがたいかなと思っております。

○佐藤委員長 ほかにございませんか。

○黒岩委員 今の件に関連してなんですけれど

も、公費解体の場合の所有者の同意の件なんで

すけれども、能登半島の場合には、環境省と法

務省で、特例的に所有者の全部が同意しなくて

もいいですよという通知が出されたというふう

に記憶しているんですが、これは今後法制化さ

れるのか、それとも今回限りなのか。県として

は、今後、そういったものを事前に国と打ち合

わせをしていくのか。そういった対応というの

はどういうふうに考えていらっしゃるんでしょ

うか。

○長友循環社会推進課長 おっしゃいますよう

に、能登半島地震の公費解体につきましては、

行政の職員が足りないのと併せて、建物の所有

者、共有者の同意が取れないとか、所在が分か

らない、相続登記がされていないとか共有者不

明ということで、公費解体が進んでいないとい

うのは事実でございます。

今、委員がおっしゃいましたように、国の特

例としまして、そもそも建物としてないと。建

物としてないんだから、所有者、共有者の同意

は取らなくていいのではないかということで、

法務省のほうが復興支援ということで職権で滅

失登記をするようなもの、それから所有者が不

明の場合、民法の新制度がありまして、利害関

係人が裁判所に管理人を選定して裁判所が公告

するとか、それから共有者の意向が確認できま

せんけれど、所有者が宣誓書というものを出せ

ば、いわゆる後の面倒は自分で負いますよと宣

誓書を出せば公費解体の補助が出るということ

を国が全都道府県に通知しておりますので、今

回の災害に限ったものではないとは思っており

ます。

災害の程度によると思うんですけれども、本

県におきましても、能登半島地震みたいな大き

な災害が起きればこの制度が活用できると思っ

ておりますので、今後はその活用が円滑にでき
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るように、先ほどから申しておりますように、

市町村との勉強なり訓練なりをやっていきたい

と思っております。

○黒岩委員 ということは全国に通知をされた

段階で、もう制度化されたという認識でいいと

いうことでしょうか。

○長友循環社会推進課長 そういうことでよろ

しいかと思います。

○佐藤委員長 よろしいですか。ほかには、関

連でもございませんか。その他もございません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○佐藤委員長 それでは、ないようであります

ので、これで終了したいと存じます。執行部の

皆さん、御退席いただいて結構です。お疲れさ

までした。ありがとうございました。

暫時休憩いたします。

午前11時27分休憩

午前11時28分再開

○佐藤委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

次に、協議事項（１）の県外調査についてで

あります。

実施時期は、10月16日水曜日から18日金曜日

の予定でございまして、前回の委員会で視察先

の希望をお伺いしたところであります。

その際、調査先として、視察先の受入れが可

能であるならば、能登半島の調査を希望すると

の御意見がございました。

このことにつきまして、石川県議会に状況を

確認いたしましたので御報告いたします。

まず、石川県としましては、受入れを一律で

拒否しているという状況ではなく、被災地の調

査のみ制限があるとの話でございました。

また、被災地につきましても、バス等の移動

手段を独自に用意した上で、単独で視察される

ということであれば、工事等の支障にならない

範囲で行動の制限は特にないとのことでありま

す。

このことから、市町村職員等の説明を受ける

ことなく、借り上げバスで被災地を視察して回

り、石川県庁内で復旧・復興の状況や課題につ

いて御教示いただくという形式での調査は可能

かと考えております。

能登半島を県外調査先として調整を進めるか、

委員の皆様の御意見をお聞かせください。

○山下委員 そういうことで調整をお願いしま

す。

○佐藤委員長 よろしいですか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○佐藤委員長 それでは、能登半島の視察を基

本に、他の調査先等を選定していきたいと存じ

ます。

なお、具体的な調査先の選定等につきまして

は、前回御協議いただきましたとおり、正副委

員長に御一任をいただきたいと思いますがよろ

しいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○佐藤委員長 ありがとうございます。

次に、協議事項（３）の次回委員会について

であります。

現在のところ、９月定例会以降の委員会にお

いて、前回御意見のあった内容を踏まえまして、

総務部危機管理局─これは２回目になります

けれども─農政水産部にお越しいただこうと

考えているところでございます。

９月の定例会以降の委員会での調査内容につ

きまして、御意見、御要望はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕
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○佐藤委員長 特にないようですので、９月定

例会以降の委員会の内容につきましては、正副

委員長に御一任いただきたいと存じますが、よ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○佐藤委員長 ありがとうございます。それで

は、そのような形で準備をさせていただきます。

最後ですが、協議事項（３）のその他でござ

います。委員の皆さんから何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○佐藤委員長 ありがとうございます。

それでは、次回の委員会は９月２５日水曜日、

午前10時からを予定しておりますので、よろし

くお願いいたします。

なお、県内調査につきましては、前回の６月

定例会時に委員会で決定いただいたとおり、７

月23日火曜日から24日水曜日の日程で県南地域

の調査を行い、８月６日火曜日から７日水曜日

の日程で県北地域の調査を行いますので、出発

時間までに借り上げバスに乗り込んでいただき

ますようお願いいたします。

服装については、クールビズ期間であること

を調査先に伝達しておりますので、軽装で問題

ありません。

なお、新型コロナ感染症の対策としてマスク

着用を求めている調査先がございますので、マ

スクの準備もお願いをいたします。

それでは、以上で本日の委員会を閉会いたし

ます。お疲れさまでした。

午前11時32分閉会
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